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(研究の目的)多枝病変における ST 上昇型急性心筋梗塞(ST-elevation acute 






者の国内大規模レジストリーデータを用いて non-IRA における CTO の臨床的
アウトカムへの影響を検討した。 
(方法)2005 年 1 月から 2007 年 12 月の期間、国内 26 施設が参加した多施設共
同レジストリーである CREDO-Kyoto AMI registry から、発症後 24 時間以内
に primary PCI を施行された冠動脈バイパス術の既往のない STEMI 患者を選
択し、その中から多枝病変患者を選び、CTO のある群・無い群に分けた。その
2 群において 30 日間、5 年間、及びランドマーク解析にて 30 日以降 5 年まで
の期間における臨床的アウトカムを比較した。主要評価項目は全死亡とした。
また各期間において 15 個の調整因子を含んだ多変量 Cox 比例ハザードモデル
を用いて全死亡への CTO の存在の影響を評価した。 
(結果)解析対象は 2045 症例で、この内 CTO を有する CTO 群は 383 症例
(18.7%)、有さない非 CTO 群は 1662 症例(81.3%)であった。患者背景では CTO
群は過去の心不全既往(4.4% vs. 1.4%)、心筋梗塞既往(20% vs. 9.0%)が多く、
左室駆出率では非 CTO 群より低く(47% vs. 54%)、左室駆出率 40%未満の割合
(34% vs. 15%)も CTO 群で多かった。主要評価項目の 5 年累積イベント発生率
は CTO 群/非 CTO 群にて 37.0%/22.0%であり、30 日間及び 30 日以降 5 年ま
ではそれぞれ 12.8%/6.3%、28.2%/16.8%であり、全ての期間にて CTO 群にて
統計学的に有意に高かった(全ての期間にて Log-rank p<.0001)。また多変量解
析でも CTO 群は有意に全死亡のリスクが高かった(30 日間:ハザード比 1.93、
信頼区間:1.59-2.34、p<.0001、5 年間:ハザード比 2.18、信頼区間:1.54-3.08、
p<.0001、30 日以降 5 年:ハザード比 1.86、信頼区間:1.47-2.34、p<.0001)。 
(結論)多枝病変を有する STEMI患者において CTO は 5 年予後の増加と密接な
相関が認められ、それは早期死亡を除外しても変わらず認められた。 
（論文審査の結果の要旨） 






レジストリーデータより、発症後 24 時間以内に primary PCI を施行された冠
動脈バイパス術の既往のない多枝病変を有する STEMI 患者を選択し、CTO を
有する群・有しない群に分類した。主要評価項目である全死亡の累積イベント




の CTO は 5 年予後の増悪と密接な相関が認められ、それは早期死亡を除外して
も変わらなかった。 
以上の研究は心血管疾患の解明に貢献し循環器病学に寄与するところが多い。 
  したがって、本論文は博士（ 医学 ）の学位論文として価値あるものと認める。 
  なお、本学位授与申請者は、平成２９年２月２１日実施の論文内容とそれに関連し
た試問を受け、合格と認められたものである。 
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